


自平成 30 年 4 月 1 日
至 平成 31 年 3 月31日

（単位： 千円 ）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書

科目 金額

5,885,443

3,127,392

823,550

705,679

55,219

0

62,652

2,224,957

1,245,149

63,057

916,751

0

78,885

38,515

5,957

34,413

2,758,051

1,723,415

582,501

438,641

13,494

146,428

63,408

83,020

5,739,015

131,384

0

0

5,870,399

0

129,418

1,966

0

0

0





















⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

退職手当引当金 428,528 0 0 32,885 395,643

賞与等引当金 53,570 55,219 53,570 0 55,219

徴収不能引当金（固定） 7,296 5,957 6,633 0 6,620

徴収不能引当金（流動） 1,804 0 33 271 1,500

投資損失引当金 32,020 1,966 0 0 33,986

損失補償等引当金 0 0 0 0 0

合計 523,218 63,142 60,236 33,156 492,968

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高





（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額

町税 1,602,365

地方譲与税 71,620

利子割交付金 1,804

配当割交付金 3,225

株式等譲渡所得割交付金 2,525

地方消費税交付金 229,925

自動車取得税交付金 15,964

地方特例交付金 13,627

地方交付税 1,962,851

分担金及び負担金　外 114,872

4,018,778

国庫支出金 67,324

県支出金 42,246

計 109,570

国庫支出金 699,704

県支出金 519,097

計 1,218,801

1,328,371

5,347,149

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 5,870,399 1,207,252 175,000 3,289,405 1,198,742

有形固定資産等の増加 376,104 109,570 260,900 5,634 0

貸付金・基金等の増加 386,629 11,549 339,541 35,539

その他 0

合計 6,633,132 1,328,371 435,900 3,634,580 1,107,118

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 152,062

短期投資

合計 152,062

４．資金収支計算書の内容に関する明細









        第三セクター等債務負担見込額           0 千円 

        連結実質赤字額              0 千円 

    一部事務組合等実質赤字負担額           0 千円 

基金等将来負担軽減資産     8,436,762 千円 

［内訳］地方債償還額等充当基金残高   2,697,071 千円 

        地方債償還額等充当歳入見込額    189,195 千円 

        地方債償還額等充当交付税見込額   5,550,496 千円 

（差引）将来負担すべき実質的な負債   1,244,359 千円 

 

（11）地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

   当町では該当ありません。 

 

（12）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

  固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

  純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（13）基礎的財政収支 

 業務活動収支（支払利息支出を除く。）   348,502 千円 

 投資活動収支    △474,463 千円 

基金積立支出                355,021 千円 

基金取崩収入               △152,183 千円 

基礎的財政収支    △153,906 千円 

 

（14）既存の決算情報との関連性 

(千円) 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 6,056,934 千円 5,966,644 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 148,681 千円 147,746 千円 

繰越金に伴う差額 △109,635 千円  

資金収支計算書 6,095,980 千円 6,114,390 千円 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、

資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の

特別会計（土地取得事業特別会計、鏡石駅東第１土地区画整理事業特別会計、育英資金貸付費特別会計）

の分だけ相違します。 

 

 

 

 






